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１．事業所経営法人について 

（１）法 人 名     社会福祉法人 北条福祉協会 

（２）法 人 所 在 地     愛媛県松山市立岩中村甲３４５番地 

（３）電 話 番 号     ０８９－９９６－０３３３ 

（４）代 表 者 氏 名     理事長 重越 ゆかり 

（５）設 立 年 月 日     昭和５３年３月１０日 

 

 

２．事業所について 

（１）事 業 所 の 種 類    指定(介護予防)認知症対応型共同生活介護事業所 

（２）事 業 所 の 目 的    要支援 2及び要介護と認定された方々に安全・安心で満足のいく(介

護予防)認知症対応型共同生活介護(以下「介護サービス」と 

いう)を提供します。 

（３）事 業 所 の 名 称    グループホーム なでしこ（事業所番号 ３８９０１０１６７２） 

（４）開 設 年 月 日  平成３０年５月２８日 

（５）指 定 年 月 日  平成３０年５月２８日 

（６）更 新 年 月 日  令和６年５月２８日 

（７）事業所の所在地  愛媛県松山市下難波甲８６番地１ 

（８）電 話 番 号  ０８９－９９２－９３１１ 

（９）管 理 者 氏 名  岡田 牧人 

（10）事業所の運営方針  

①希望、意思の尊重 

権利擁護という観点から、「基本的人権の尊重」「プライバシーの保護」を基本に個人の希

望や意思が最大限尊重されるよう取り組んでいきます。 

②利用者満足度の向上 

「利用者満足度の向上」という観点から、食事・入浴・排泄等の日常生活上の世話を行う

ことにより、利用者がその有する能力に応じた自立した日常生活を営むことが出来るよう

支援します。また、メリハリのある生活となるよう、運動や外出の機会を援助していきま

す。 

③自己評価及び第三者による事業評価、意見収集等 

ⅰ．「介護相談員」によるアドボカシー機能を、事業所運営の改善に役立てていきます。 

ⅱ．「福祉サービス第三者評価事業」に積極的に取り組みます。又、毎年実施している自

己評価と比較考慮しつつサービス改善に役立てていきます。 

ⅲ．年 1回以上アンケート調査（利用者満足度調査）を実施し、改善に役立てていきます。 
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④地域に開かれた事業所運営 

ⅰ．透明性を高く保ち、適切な情報提供・情報開示に取り組みます｡ 

ⅱ．地域や児童・生徒との交流の場づくりを含め、地域行事に積極的に参加・協力してい

きます。 

ⅲ．全職員が接遇・マナーの向上に努め、明るくさわやかな事業所づくりに努めます。 

ⅳ．ボランティアの積極的な受入を行います。 

ⅴ．実習生の受入等、事業所の福祉人材育成に努めます。 

（11）利 用 定 員  １８人 （９人 × ２ユニット） 

（12）利 用 の 方 法 

     利用希望者等から介護サービスを利用したい旨の申し出があった場合は、重要事項説明書

によりサービスの内容を利用希望者等に説明し、双方が同意した場合に利用契約を締結し

ます。 

 

 

３．居室等の概要について 

事業所では、利用者が安心して快適に過ごせるよう、以下の居室・設備を用意しています。 

入居される居室は、輻射式冷暖房設備の全室個室となっており、居間及び食堂や、台所等を自由

に使って頂くスペースも有ります。（利用者の心身の状態に合わせ、よりよい部屋を提供させてい

ただきます） 

<居室等の概要> 

居室・設備の種類 室  数 備   考 

個   室 １８室 １ユニット９室 × ２ユニット 

台   所 ２室 １ユニット１室× ２ユニット 

居間及び食堂 ２室 １ユニット１室× ２ユニット 

浴   室 ２室 ＡＤＬ浴槽(立位・座位・車椅子) 

ト イ レ ８ヶ所 １ユニット３ヶ所(車椅子対応) 

イベントホール １室 地域住民等への開放 

 

 

４．職員の配置状況について 

事業所では、利用者に対して介護サービスを提供する職員として、次の職種の職員を配置してい

ます。 
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<主な職員の配置状況> 

令和６年４月１日 現在 

職   種 
員           数 

常   勤 非 常 勤 

管  理  者     １ (１)  

計画作成担当者 ２（１）  

介 護 従 業 者  １１（４） ２ 

※員数欄の（ ）内の数字は兼務員数を表示。 

※管理者は介護従業者を兼務する。 

※計画作成担当者は介護従業者を兼務する。 

 

 

５．職員の勤務体制について 

事業所では、職員が以下の勤務体制で介護サービスを提供します。 

平成３０年 ５月２８日 現在 

 

職  種 

 

勤務体制 

 

勤務時間 

 

 

管 理 者 

 

日 勤 

 

  

 ８:３０ ～ １７:３０ 

計画作成担当者 

 

介 護 従 業 者 

 

早 出 

   

７:００ ～ １６:００ 

 

 

日 勤 

   

８:３０ ～ １７:３０ 

 

 

遅 出 

 

１０:１５ ～ １９:１５ 

 

 

夜 勤 

 

１６:００ ～翌 ９:００ 

 

 

 

６．事業所が提供するサービスと利用料金について 

事業所では、利用者に対して以下のサービスを提供します。 

（１）介護保険の給付対象となるサービス（契約書第３条参照） 

次のサービスについては、利用料金のうち、利用者負担額を除いた額が介護保険から給付され

ます。介護サービス利用料金は、利用者の要介護度に応じて異なります。 
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<サービスの概要> 

①入浴介助 

・入浴は本人の健康を確認して行います。 

・体調が悪い時には清拭にて対応することが出来ます。 

・寝たきりでもＡＤＬ浴槽にて入浴することが出来ます。 

②排泄介助 

・排泄の自立を促すため、利用者の身体能力を最大限活用した支援を行います。 

 ③健康管理 

 ・バイタルサイン測定や心身の状態観察等により日常的な健康管理を行います。 

  ・適度な運動とレクリエーションを行い、疾患予防に留意します。 

④その他自立への支援 

・寝たきり防止のため、出来る限り日常の生活が活性化するように配慮します。 

・生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容を支援します。 

<サービス利用料金（１日あたり）>（契約書第５条参照） 

別表【サービス利用料金表】により、利用者の要介護度に応じた介護サービス利用料の自己負

担額と各加算料金の自己負担額の合計金額をお支払い下さい。 

①利用者が、まだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を一旦お支払

いいただき、要介護認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻されます

（償還払い）。償還払いとなる場合、利用者が保険給付の申請を行うために必要となる事項

を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

②要介護度に変更があった場合、変更された要介護度に合わせて、利用者の負担額を変更しま

す。 

③利用者が、入院又は外泊をされた場合は、家賃についてはお支払いいただきます。（契約書

第１８条、第２１条参照） 

 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス（契約書第４条、第５条参照） 

次のサービスは、利用料金の全額が利用者の負担となります。 

<サービスの概要と利用料金> 

別表【サービス利用料金表】によって、家賃・水道光熱費・食費と利用した日常生活サービス

費の合計金額をお支払い下さい。 

①家賃：１ヶ月 ４７，０００円 

②水道光熱費：１ヶ月 ７，０００円 

③食費：１日 １，２００円 

・食事は職員と共同で、栄養並びに利用者の身体の状況および嗜好を考慮した食事を作ります。 

・利用者の自立支援のため、食堂にて食事をとっていただくことを原則としています。 
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（標準食事時間） 朝食７：３０  昼食１２：００  夕食１８：００ 

④利用者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴い必要となる費用：実費 

⑤理美容代：実費 

理容師の出張による理髪サービス（調髪、顔剃）を利用いただけます。 

⑥おむつ代：実費 

⑦日常生活においても通常必要となるものに係る費用：実費 

利用者が日常生活において、通常必要となるものに係る費用を負担いただきます。 

⑧契約書第１９条に定める所定の料金：1日 １０，０００円  

利用者が、契約終了後も居室を明け渡さない場合等に、本来の契約終了日から現実に居室が

明け渡された日までの期間に係る料金を負担いただきます。 

（３）利用料金のお支払い方法（契約書第５条参照） 

サービス利用料金は１ヶ月ごとに計算します。次のいずれかの方法にてお支払い下さい。尚、

①、②については翌月１０日までにお支払い下さい。 

①事業者に現金にて支払う。 

②事業者の指定する銀行口座へ振り込みにて支払う。 

③事業者の指定日（毎月１４日）に利用者の指定する銀行口座より自動引落にて支払う。 

 

 

７．医療を受ける場合について 

医療を必要とする場合は、利用者の希望により下記協力医療機関において診療や入院治療を

受けることが出来ます。但し、下記医療機関での優先的な診療・入院治療を保証するもので

はありません。また、下記医療機関での診療・入院治療を義務づけるものでもありません。 

 

協力医療機関 

医療機関の名称 北条病院 

所 在 地 松山市河野中須賀２８８－５ 

診 療 科 
内科・外科・整形外科・泌尿器科・胃腸科・肛門科・ 

放射線科・リハビリテーション科・呼吸器科 

医療機関の名称 北条フェニックス脳神経外科 

所 在 地 松山市北条辻６０９番地１ 

診 療 科 脳神経外科・神経内科・リハビリテーション科 

協力歯科医療機関 

医療機関の名称 山崎歯科医院 

所 在 地 松山市下難波甲４７４－１ 
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８．事業所を退居していただく場合（契約の終了について） 

事業所との契約では、契約が終了する期日は特に定めていません。従って、以下のような事由が

ない限り、継続してサービスを利用することが出来ますが、仮にこのような事由に該当するに至っ

た場合には、事業所との契約は終了し、利用者に退所していただくことになります。（契約書第１

３条参照） 

①利用者が死亡した場合 

②要介護認定により利用者の心身の状況が自立もしくは要支援１と判定された場合 

③介護保険施設等に入所した場合 

④事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事情により事業所を閉鎖した場合 

⑤事業所の滅失や重大な毀損により、利用者に対するサービスの提供が不可能になった場合 

⑥事業者が介護保険の指定を取り消された場合 

⑦利用者から退所の申し出があった場合（詳細は８.（１）をご参照下さい） 

⑧事業者から退所の申し出を行った場合（詳細は８.（２)をご参照下さい） 

 

（１）利用者からの退所の申し出（中途解約・契約解除）（契約書第１４条、第１５条参照） 

契約の有効期間であっても、利用者から事業者へ退所を申し出ることが出来ます。その場合に

は、退所を希望する日の７日前までに解約届出書を提出してください。 

但し、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、事業所を退所することが出来ます。 

①介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意出来ない場合 

②入院した場合 

③事業者もしくは職員が正当な理由なく本契約に定める介護サービスを実施しない場合 

④事業者もしくは職員が守秘義務に違反した場合 

⑤事業者もしくは職員が故意又は過失により利用者の身体・財物・信用等を傷つけ、又は著し

い不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

⑥第三者（他の利用者）が利用者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れ

がある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

 

（２）事業所からの申し出により退所していただく場合（契約解除）（契約書第１６条参照） 

以下の事項に該当する場合には、事業所から退所をしていただくことがあります。 

①利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げ

ず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

②利用者による、サービス利用料金の支払いが６ヶ月以上遅延し、相当期間を定めた催告にも

かかわらずこれが支払われない場合 

③利用者が、故意又は重大な過失により事業者又は職員もしくは他の利用者等の生命・身体・

財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本契約を継続しがた

い事情を生じさせた場合 
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④利用者が、連続して１ヶ月を超えて病院又は診療所に入院すると見込まれる場合もしくは入

院した場合 

 

＊利用者が病院等に入院された場合の対応について（契約書第１８条参照） 

事業所を利用中に、医療機関へ入院の必要が生じた場合の対応は、次のとおりです。 

 ①検査入院等、１ヶ月以内の短期入院の場合  

１ヶ月以内の退院が見込まれる場合は、退院後再び事業所を利用することが出来ます。 

但し、入院中であっても、家賃については所定の利用料金を負担いただきます。 

 ②１ヶ月以上退院が見込まれない場合  

１ヶ月以上退院が見込まれない場合には、契約を解除する場合がありますが、利用者及び

その家族の希望等を勘案し、必要に応じて退院後再び事業所を利用することが出来ます。 

但し、長期入院中であっても、家賃については短期入院の場合に準じて負担いただきます。 

 

（３）円滑な退所のための援助（契約書第１７条参照） 

利用者が事業所を退所する場合には、利用者の希望により、事業者は利用者の心身の状況、置

かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な次の支援を利用者に対して速やかに行

います。 

①適切な病院もしくは診療所又は介護老人保健施設等の紹介 

②居宅介護支援事業者の紹介 

③その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

 

 

９．残置物引取人（契約書第２０条参照） 

契約締結にあたり、身元引受人をお願いすることがあります。 

利用契約が終了した後、事業所に残された利用者の所持品(残置物)を利用者自身が引き取れない

場合に備えて「残置物引取人」を定めることができます。（契約書第２０条参照） 

事業所は、残置物引取人に連絡のうえ、残置物を引き取っていただきます。 

また、引き渡しにかかる費用については、利用者又は残置物引取人に負担いただきます。 

 

 

１０．苦情の受付について（契約書第２２条参照） 

（１）事業所における苦情の受付 

①事業所における苦情や相談は次の専用窓口で受け付けます。 

尚、職員に直接苦情を申し出ることも出来ます。 

○苦 情 解 決 責 任 者  ［管理者］     岡田 牧人 

○苦情受付窓口(担当者)  ［計画作成担当者］ 藤岡 里美 
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○電 話 番 号  ０８９－９９２－９３１１ 

○受 付 時 間  毎日 ８：３０～１７：３０ 

②苦情解決のための話し合い 

苦情受付担当者及び苦情解決責任者は、苦情申し出人と誠意をもって話し合い、解決に努め

ます。 

③第三者委員への申し出 

苦情や相談について、事業者が委嘱した第三者委員に申し出ることが出来ます。 

（第三者委員氏名・連絡先） 

・谷口 重則 

・渡部 暁英 

④その他苦情受付機関 

事業所で解決出来ない苦情は、愛媛県社会福祉協議会に設置された愛媛県福祉サービス運営

適正化委員会や松山市介護保険課、愛媛県国民健康保険団体連合会に申し立てをすることが

出来ます。 

・愛媛県社会福祉協議会 愛媛県福祉サービス運営適正化委員会 

松山市持田町三丁目８番１５号 電話 ０８９-９９８-３４７７ 

受付時間：平日 ９：００～１２：００、１３：００～１６：３０ 

・松山市保健福祉部介護保険課 

松山市二番町四丁目７-２ 別館２階 電話 ０８９－９４８－６９６８ 

受付時間：平日 ８：３０～１７：１５ 

・愛媛県国民健康保険団体連合会 

松山市高岡町１０１-１ 電話 ０８９-９６８-８７００ 

受付時間：平日 ８：３０～１７：１５ 

 

（２）苦情解決の手順 

①利用者への周知 

・事業所内への苦情受付の掲示、パンフレットの配布等により、苦情解決責任者は利用者に対

して苦情対応等の仕組みについて周知します。 

②苦情の受付 

・苦情受付担当者は、利用者等からの苦情を随時受け付けます。 

・苦情受付担当者は、利用者からの苦情受け付けに際し、次の事項を書面に記載しその内容に

ついて苦情申し出人に確認します。 

ア 苦情内容 

イ 苦情申し出人の希望 

ウ  苦情申し出人と苦情解決責任者の話し合いによる解決 

③苦情受付の報告・確認 
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・苦情受付担当者は、受け付けた苦情は全て苦情解決責任者に報告します。 

④苦情解決に向けての話し合い 

・苦情解決責任者は苦情申し出人との話し合いによる解決に努めます。 

⑤苦情解決結果の記録、報告 

・苦情受付担当者は、苦情受け付けから解決・改善までの経過と結果について書面に記録しま

す。 

・苦情解決責任者は、苦情申し出人に改善を約束した事項について、苦情申し出人に対して、

一定期間後報告をします。 

⑥解決結果の公表 

・利用者によるサービスの選択や事業者によるサービスの質や信頼性の向上を図るため、個人

情報に関するものを除き「事業報告書｣や「法人ホームページ」等に実績を掲載し公表しま

す。 

 

 

１１．事故発生時の対応について 

（１）事故発生時 

①利用者への対応 

・利用者が事故により、身体に障害が発生している場合は、治療・生命維持のための可能な限

りの応急処置をとります。 

②利用者家族への連絡 

・説明は管理者が行い、速やかに事実を伝えます。 

③事故状況の把握 

・事故の正確な把握をし、概要を出来るだけ迅速に、事故報告書に記録します。 

・報告書は簡潔かつ要点をまとめて記録し、管理者に報告します。 

④関係各機関への届け出報告 

・事故の程度、状況に応じて関係機関へ報告します。 

 

（２）解決へ向けて 

①利用者家族への対応 

・事業所として、事故原因等を調査し明確にした上で、適切な対応を図ります。 

②損害賠償責任 

・損害賠償責任については、利用契約書第五章を参照し、迅速かつ誠実に対応します。 

 

１２．非常災害時の対応について 

（１）非常災害時の対応 

非常災害に関する具体的計画を立て、事業所の見やすい場所に当該計画を掲示するものと 
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する。又、非常災害発生時には関係機関への通報及び地域住民の協力、連携により、利用 

者等を安全に避難･誘導等計画に添った対応を行います。 

 

 

（２）近隣との協力関係 

下難波区と災害時における協力覚書を交わし、地域住民の協力が得られるよう連携に努めます。 

 

（３）平常時の訓練等 

①非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知する

とともに、消防訓練、災害時避難訓練等その他必要な訓練を年４回以上実施します。 

②建築物・火気使用設備器具等及び消防用設備等の適切な機能を維持するため、自主点検を実

施します。 

③消防設備・防火対象物の法定点検は、専門業者に委託して行います。 

 

 

１３．虐待の防止 

  当施設では、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講

ずるものとする。 

① 虐待防止に関する責任者を選定する。 

     虐待防止に関する責任者   管理者   岡田牧人 

②職員に対する虐待防止を啓発・普及する為の研修を実施するものとする。 

③サービス提供中に、当該施設職員による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合 

は、速やかにこれを市町村に通報するものとする。 

 

１４．個人情報の取り扱いについて（契約書第８条参照） 

①事業所は、介護サービスを提供する上で知り得た利用者又はその家族等に関する個人情報を、

正当な理由なく第三者に漏洩しないよう必要な措置を講じます。 

②職員が退職した後についても、利用者又はその家族等に関する個人情報を、正当な理由なく第

三者に漏洩しないよう必要な措置を講じます。 

③サービス担当者会議等において、利用者及び家族の個人情報を用いる場合は利用者及び家族の

同意を、あらかじめ文書により得るようにします。 

 

１５．第三者評価の実施状況について    

① 実施の有無          あり 

②実施した直近の年月日     令和４年 ８月 １８日 

③実施した評価機関の名称    愛媛県社会福祉協議会 



 12 

④評価結果の開示状況        事業所内での掲示、入居者ご家族への配布、松山市への提出、

運営推進会議での説明、インターネット(ＷＡＭＮＥＴ) に

よる公開をします。 


